
平成２９年３月に公布した条例  

条例番号  条例名  制定改廃等の理由及び概要  所管課名  

第１号  伊 勢 崎 市 政 務 活

動 費 の 交 付 に 関

す る 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 政務活動費の交付方法の見直しに伴い改

正の必要を認め、併せて条文の整備を図る

もの  

【概要】  

１  交付方法を、原則後払いに改め、例外

として議長が特に認めた場合は概算払を

認めることとするもの  

２  支出状況報告書の提出に関する規定を

加えるもの  

３  政務活動費の返還に関する規定を改め

るもの  

４  支出状況報告書の保存及び公開に関す

る規定を加えるもの  

議 会 事 務

局庶務課  

第２号  伊 勢 崎 市 個 人 情

報 保 護 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例  

【理由】  

 行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律及び個人

情報の保護に関する法律の一部改正に伴い

改正の必要を認め、併せて条文の整備を図

るもの  

【概要】  

１  情報提供等記録に条例事務関係情報照

会者による特定個人情報の提供の求め及

び条例事務関係情報提供者による特定個

人情報の提供があったときに記録された

特定個人情報を含めるもの  

２  訂正決定に基づく情報提供等記録の訂

正の実施をした場合の通知先に条例事務

総 務 部 総

務課  



関係情報照会者及び条例事務関係情報提

供者を加えるもの  

３  引用する条項ずれを改めるもの  

第３号  伊 勢 崎 市 一 般 職

の 職 員 の 勤 務 時

間、休暇等に関す

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 地方公務員の育児休業等に関する法律及

び育児休業、介護休業等育児又は家族介護

を行う労働者の福祉に関する法律の一部を

改正する法律による育児休業、介護休業等

育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関

する法律の一部改正に伴い、改正の必要を

認めたもの  

【概要】  

介護を行う職員の時間外勤務の制限を改

めるもの  

職員課  

第４号  伊 勢 崎 市 職 員 の

育 児 休 業 等 に 関

す る 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 地方公務員の育児休業等に関する法律、

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を

行う労働者の福祉に関する法律及び児童福

祉法の一部改正並びに非常勤職員の育児休

業 及 び 部 分 休 業 に 関 す る 制 度 の 整 備 に 伴

い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  第１条関係  

⑴  育児休業等の対象となる子の範囲を

拡大するとともに、育児休業の再取得

に関する規定を整備するもの  

⑵  介護時間の新設に伴い、部分休業に

関する規定を整備するもの  

⑶  非常勤職員の育児休業及び部分休業

に関する制度を整備するもの  

職員課  



２  第２条関係  

里親に係る規定の用語を改めるもの  

第５号  伊 勢 崎 市 職 員 の

配 偶 者 同 行 休 業

に 関 す る 条 例 の

一 部 を 改 正 す る

条例  

【理由】  

 人事院規則の一部改正に準じ、改正の必

要を認めたもの  

【概要】  

配偶者同行休業の期間の再度の延長がで

きる特別の事情を定めるもの  

職員課  

第６号  伊 勢 崎 市 職 員 退

職 手 当 基 金 条 例

を廃止する条例  

【理由】  

 退職手当基金を廃止することに伴い、廃

止の必要を認めたもの  

【概要】  

職員退職手当基金を廃止するもの  

職員課  

第７号  伊 勢 崎 市 市 税 条

例 等 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 地方税法等の一部を改正する等の法律及

び社会保障の安定財源の確保等を図る税制

の抜本的な改革を行うための地方税法及び

地方交付税法の一部を改正する法律等の一

部を改正する法律による地方税法等の一部

改正に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  第１条関係  

⑴  個人市民税について、住宅借入金等

特別税額控除の適用期限を平成３３年

１２月３１日まで２年６箇月延長する

もの  

⑵  軽自動車税について、グリーン化特

例の適用期限を１年間延長し、平成２

８年度中に新車登録したものに限り平

成２９年度分に適用するもの  

市民税課  



２  第２条関係  

⑴  ３輪以上の軽自動車を取得した際に

環境性能に応じた課税を行う環境性能

割 に 係 る 関 係 規 定 を 新 設 す る と と も

に、現行の軽自動車税を種別割とする

もの。なお、環境性能割の賦課徴収及

び減免の決定については、当分の間、

県が行うとする特例を設けるもの  

⑵  平成３１年１０月１日以後に開始す

る事業年度分の法人市民税について、

法人税割の税率を１２．１％から８．

４％に引き下げるもの  

３  第３条関係  

軽自動車税関係の読替規定の引用条

項を改めるもの  

４  第４条関係  

たばこ税関係の読替規定の引用条項

を改めるもの  

第８号  伊 勢 崎 市 手 数 料

条 例 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 建築物エネルギー消費性能適合性判定に

係る手数料を徴収すること及び建築物エネ

ルギー消費性能基準等を定める省令の一部

改正に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  建築物エネルギー消費性能適合性判定

に係る手数料を徴収することとし、その

額を定めるもの  

２  引用する条項ずれを改めるもの  

建 築 指 導

課  

第９号  伊 勢 崎 市 特 定 教

育・保育施設及び

【理由】  

 児童福祉法等の一部を改正する法律によ

こ ど も 保

育課  



特 定 地 域 型 保 育

事 業 の 利 用 者 負

担 に 関 す る 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例  

る児童福祉法の一部改正に伴い、改正の必

要を認めたもの  

【概要】  

１  養育里親の定義を引用する条項を改め

るもの  

２  情緒障害児短期治療施設を児童心理治

療施設に改めるもの  

３  里親の定義を引用する条項を改めるも

の  

第１０号  伊 勢 崎 市 福 祉 医

療 費 支 給 に 関 す

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 福祉医療費支給対象者の拡大に伴い改正

の必要を認め、併せて条文の整備を図るも

の  

【概要】  

福祉医療費の支給対象者のうち療育手帳

を所持するものについて、Ｂ１判定の者及

びＢ２判定の者の一部まで受給資格を拡大

するもの  

年 金 医 療

課  

第１１号  伊 勢 崎 市 小 口 資

金 融 資 促 進 条 例

の 一 部 を 改 正 す

る条例  

【理由】  

 出えん額に対する保証額の上限を無くす

こと及び群馬県小口資金融資促進制度に準

じることに伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  保証協会保証枠について出えん金の６

０倍に限定する制限を無くすもの  

２  融資残額の借換え及び平成２８年度以

前に行った小口資金融資の融資期間延長

を平成２９年度も可能とするもの  

商 工 労 働

課  

第１２号  伊 勢 崎 市 道 路 標

識 の 寸 法 を 定 め

【理由】  

 道路標識、区画線及び道路標示に関する

道 路 維 持

課  



る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

命令の一部改正に伴い、改正の必要を認め

たもの  

【概要】  

案内標識の番号のずれを改めるもの  

第１３号  伊 勢 崎 市 地 区 計

画 区 域 内 建 築 物

の 制 限 に 関 す る

条 例 の 一 部 を 改

正する条例  

【理由】  

 伊勢崎都市計画地区計画の変更に伴い、

改正の必要を認めたもの  

【概要】  

１  境百々地区の地区計画の区域のうち、

地区整備計画が定められる区域に対し、

建築基準法の規定に基づき、建築物に関

する制限を行うもの  

２  田中町地区及び伊勢崎駅周辺地区にお

ける建築物に関する制限について、地区

整備計画の変更に合わせ、用語を整理す

るもの  

都 市 計 画

課  

第１４号  伊 勢 崎 市 企 業 職

員 の 給 与 の 種 類

及 び 基 準 に 関 す

る 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 一般職の職員の給与に関する法律の一部

改正に準じ並びに地方公務員の育児休業等

に関する法律及び育児休業、介護休業等育

児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律の一部改正に伴い、改正の必要を認

めたもの  

【概要】  

１  扶養手当の支給対象者である扶養親族

の区分を改めるもの  

２  給与の減額に関する規定について、育

児 部 分 休 業 の 子 の 規 定 を 改 め る と と も

に、介護時間の規定を加え、要介護者の

規定を整理するもの  

水 道 局 総

務課  



第１５号  伊 勢 崎 市 火 災 予

防 条 例 の 一 部 を

改正する条例  

【理由】  

 消防法令に関する重大な違反のある防火

対象物に係る公表制度の導入に伴い、改正

の必要を認めたもの  

【概要】  

１  防火対象物の設備等の状況が、消防法

又は消防法施行令の規定に違反する場合

にその内容を公表することとするもの  

２  公表に該当する防火対象物の関係者に

その旨を通知することとするもの  

３  公表の対象となる防火対象物及び違反

の内容並びに公表の手続を規則で定める

こととするもの  

予防課  

第１６号  伊 勢 崎 市 消 防 団

員の定員、任免、

給与、服務等に関

す る 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

 大学生等の消防団への加入促進を図るこ

とに伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

消防団員任命資格について、区域内に通

学する者を加えるもの  

消 防 本 部

総務課  

第１７号  伊 勢 崎 市 市 税 条

例 の 一 部 を 改 正

する条例  

 

 

 

 

 

 

【理由】  

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部

を改正する法律による地方税法の一部改正

及び所得税法等の一部を改正する等の法律

による法人税法の一部改正並びに地方税法

施 行 令 の 一 部 改 正 に 伴 い 改 正 の 必 要 を 認

め、併せて条文の整備を図るもの  

【概要】  

１  伊勢崎市市税条例の一部改正  

⑴  個人市民税関係  

  ア  特定配当等、特定株式等譲渡所得

 

 



金額、特例適用配当等及び条約適用

配当等に係る所得について、提出さ

れた申告書に記載された事項その他

の事情を勘案して、市長が課税方式

を決定できることを明確化するもの  

イ  肉用牛の売却による事業所得に係

る課税の特例について、適用期限を

３年間延長するもの  

ウ  優良住宅の造成等のために土地等

を譲渡した場合の長期譲渡所得に係

る課税の特例について、適用期限を

３年間延長するもの  

⑵  法人市民税関係  

  ア  延滞金の計算の基礎となる期間に

係る規定を改めるもの  

⑶  固定資産税関係  

ア  被災住宅用地等に対する特例措置

及び耐震又は省エネ改修に伴う住宅

に対する特例措置を拡充するもの  

イ  地方税法の一部改正に伴う項ずれ

を改めるもの   

⑷  軽自動車税関係  

ア  一定の環境性能を有する３輪以上

の軽自動車について、その燃費性能

に応じた軽課を行うグリーン化特例

の適用について燃費基準を引き上げ

た上で、期限を２年間延長し、平成

２９年度及び平成３０年度に新車登

録したものに限り、それぞれ、翌年

度分の軽自動車税の税率を軽減する



もの  

イ  グリーン化特例の適用を受けた軽

自動車の軽自動車税について、自動

車製作者等の不正行為に起因し納付

不足額が発生した場合には、当該自

動車製作者等は当該納付不足額を納

める義務があるものとする規定を新

設するもの  

２  伊勢崎市市税条例等の一部を改正する

条例（平成２９年伊勢崎市条例第７号）

の一部改正  

読替規定の引用条項を改めるもの  

第１８号  伊 勢 崎 市 都 市 計

画 税 条 例 の 一 部

を改正する条例  

【理由】  

地方税法及び航空機燃料譲与税法の一部

を改正する法律による地方税法の一部改正

に伴い、改正の必要を認めたもの  

【概要】  

課税標準の特例に係る読替規定の引用条  

項の項ずれを改めるもの  

 

第１９号  伊 勢 崎 市 国 民 健

康 保 険 税 条 例 の

一 部 を 改 正 す る

条例  

【理由】  

 地方税法施行令の一部改正に伴い、改正

の必要を認めたもの  

【概要】  

１  ５割減額対象世帯の減額所得基準につ

いて、被保険者１人につき加算する金額

を２６万５，０００円から２７万円に改

めるもの  

２  ２割減額対象世帯の減額所得基準につ

いて、被保険者１人につき加算する金額

を４８万円から４９万円に改めるもの  

 

 


